




















参照条文

◎ 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号） （抄）

（届出）

第二十七条 適用事業所の事業主又は第十条第二項の同意をした事業主（第百条第一項及び第四項、第百二条第二項並びに第百三条を

除き、以下単に「事業主」という。）は、厚生労働省令で定めるところにより、被保険者（被保険者であつた七十歳以上の者であつ

て当該適用事業所に使用されるものとして厚生労働省令で定める要件に該当するもの（以下「七十歳以上の使用される者」とい

う。）を含む。）の資格の取得及び喪失（七十歳以上の使用される者にあつては、厚生労働省令で定める要件に該当するに至つた日

及び当該要件に該当しなくなつた日）並びに報酬月額及び賞与額に関する事項を厚生労働大臣に届け出なければならない。

（徴収に関する通則）

第八十九条 保険料その他この法律の規定による徴収金は、この法律に別段の規定があるものを除き、国税徴収の例により徴収する。

（届出等）

第九十八条 事業主は、厚生労働省令の定めるところにより、第二十七条に規定する事項を除くほか、厚生労働省令の定める事項を厚

生労働大臣に届け出なければならない。

２～５ （略）

（資料の提供）

第百条の二 （略）

２～５ （略）

６ 厚生労働大臣は、第一号厚生年金被保険者の資格、標準報酬又は保険料に関し必要があると認めるときは、銀行、信託会社その他

の機関に対し、第一号厚生年金被保険者又は第一号厚生年金被保険者であると認められる者の収入の状況その他の事項につき、報告

を求めることができる。



参照条文

◎ 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号） （抄）

（機構への厚生労働大臣の権限に係る事務の委任）

第百条の四 次に掲げる厚生労働大臣の権限に係る事務は、機構に行わせるものとする。ただし、第三十二号から第三十四号まで及び

第三十六号から第三十八号までに掲げる権限は、厚生労働大臣が自ら行うことを妨げない。

一～二十九 （略）

三十 第八十九条の規定により国税徴収の例によるものとされる徴収に係る権限（国税通則法（昭和三十七年法律第六十六号）第三

十六条第一項の規定の例による納入の告知、同法第四十二条において準用する民法第四百二十三条第一項の規定の例による納付義

務者に属する権利の行使、国税通則法第四十六条の規定の例による納付の猶予その他の厚生労働省令で定める権限並びに次号に掲

げる質問、検査及び提示又は提出の要求、物件の留置き並びに捜索を除く。）

三十一～三十六 （略）

三十七 第百条の二第二項から第四項までの規定による資料の提供の求め（第三十二号に掲げる証明書の受領を除く。）及び同条第

六項の規定による報告の求め

三十八～四十三 （略）

２～７ （略）

第百二条 事業主が、正当な理由がなくて次の各号のいずれかに該当するときは、六月以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰金に処する。

一 第二十七条の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。

二・三 （略）

２ （略）

第百五条 左の各号に掲げる場合には、十万円以下の過料に処する。

一 第九十八条第一項の規定に違反して、事業主が届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。

二・三 （略）



参照条文

◎ 健康保険法（大正11年法律第70号） （抄）

（届出）

第四十八条 適用事業所の事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、被保険者の資格の取得及び喪失並びに報酬月額及び賞与額

に関する事項を保険者等に届け出なければならない。

（徴収に関する通則）

第百八十三条 保険料等は、この法律に別段の規定があるものを除き、国税徴収の例により徴収する。

（報告等）

第百九十七条 保険者（厚生労働大臣が行う第五条第二項及び第百二十三条第二項に規定する業務に関しては、厚生労働大臣。次項に

おいて同じ。）は、厚生労働省令で定めるところにより、被保険者を使用する事業主に、第四十八条に規定する事項以外の事項に関

し報告をさせ、又は文書を提示させ、その他この法律の施行に必要な事務を行わせることができる。

２ （略）

（資料の提供）

第百九十九条 厚生労働大臣は、被保険者の資格、標準報酬又は保険料に関し必要があると認めるときは、官公署に対し、事業所の名

称、所在地その他必要な資料の提供を求め、又は銀行、信託会社その他の機関に対し、被保険者若しくは被保険者であると認められ

る者の収入の状況その他の事項につき、報告を求めることができる。

２ （略）



参照条文

◎ 健康保険法（大正11年法律第70号） （抄）

（機構への厚生労働大臣の権限に係る事務の委任）

第二百四条 次に掲げる厚生労働大臣の権限に係る事務（第百八十一条の三第一項の規定により協会が行うこととされたもの、前条第

一項の規定により市町村長が行うこととされたもの及び第二百四条の七第一項に規定するものを除く。）は、日本年金機構（以下

「機構」という。）に行わせるものとする。ただし、第十八号から第二十号までに掲げる権限は、厚生労働大臣が自ら行うことを妨

げない。

一～十五 （略）

十六 第百八十三条の規定により国税徴収の例によるものとされる徴収に係る権限（国税通則法（昭和三十七年法律第六十六号）第

三十六条第一項の規定の例による納入の告知、同法第四十二条において準用する民法第四百二十三条第一項の規定の例による納付

義務者に属する権利の行使、国税通則法第四十六条の規定の例による納付の猶予その他の厚生労働省令で定める権限並びに次号に

掲げる質問、検査及び提示又は提出の要求、物件の留置き並びに捜索を除く。）

十七～十九 （略）

二十 第百九十九条第一項の規定による資料の提供の求め及び報告の求め

二十一 （略）

２～４ （略）

第二百八条 事業主が、正当な理由がなくて次の各号のいずれかに該当するときは、六月以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰金に処す

る。

一 第四十八条（第百六十八条第二項において準用する場合を含む。）の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。

二～五 （略）

第二百十六条 事業主が、正当な理由がなくて第百九十七条第一項の規定に違反して、報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、文書の

提示をせず、又はこの法律の施行に必要な事務を行うことを怠ったときは、十万円以下の過料に処する。



参照条文

◎ 国税徴収の例により徴収（国税滞納処分の例による処分を含む。）する場合の取扱いについて（平成21年２月17日付け社会保険庁

運営部年金保険課事務連絡） （抄）

第１ 総則的事項

１ 国税徴収の例によって徴収（国税滞納処分の例による処分を含む。以下同じ。）するとは、国税徴収法（昭和三十四年法律第

百四十七号）、（略）その他国税徴収に関する諸規定（以下「国税徴収に関する諸法令」という。）を包括的に準用する趣旨を

あらわしているものであり、社会保険各法に定める保険料その他これらの法律の規定による徴収金（以下「保険料等」とい

う。）を国税徴収の手続にあてはめて徴収することである。

２・３ （略）

第３ 国税徴収法における準用する条文

１～９ （略）

10 徴収法第四十八条から第百四十七条までの規定は準用される。

11～15 （略）

◎ 国税徴収法（昭和34年法律第147号） （抄）

（事業者等への協力要請）

第百四十六条の二 徴収職員は、滞納処分に関する調査について必要があるときは、事業者（特別の法律により設立された法人を含

む。）又は官公署に、当該調査に関し参考となるべき帳簿書類その他の物件の閲覧又は提供その他の協力を求めることができる。



参照条文

◎ 厚生年金保険法施行規則（昭和29年厚生省令第37号） （抄）

（新規適用事業所の届出）

第十三条 法第六条第一項の規定により初めて適用事業所（第一号厚生年金被保険者に係るものに限る。以下同じ。）となつた事業

所の事業主（船舶所有者を除く。以下この項において同じ。）は、当該事実があつた日から五日以内に、次に掲げる事項を記載し

た届書を機構に提出しなければならない。

一 事業主の氏名又は名称及び住所

二 事業所の名称、所在地及び事業の種類

三 事業主が法人であるときは、次に掲げる事項

イ 法人番号（番号利用法第二条第十六項に規定する法人番号をいう。以下同じ。）又は会社法人等番号（商業登記法（昭和

三十八年法律第百二十五号）第七条に規定する会社法人等番号をいう。以下同じ。）

ロ 事業所が法人の本店又は主たる事業所であるか否かの別

ハ 内国法人（国内に本店又は主たる事業所を有する法人をいう。以下このハにおいて同じ。）又は外国法人（内国法人以外

の法人をいう。以下同じ。）の別

四 事業主が国又は地方公共団体であるときは、法人番号

２～６ （略）

（事業主の氏名等の変更の届出）

第二十三条 事業主（船舶所有者を除く。以下この条及び次条において同じ。）は、その氏名若しくは名称若しくは住所、事業所の

名称若しくは所在地、第十三条第一項第三号に掲げる事項又は同項第四号に掲げる事項に変更があつたときは、五日以内に、次の

各号に掲げる事項を記載した届書を、機構に提出しなければならない。

一 事業所の名称及び所在地

二 変更前の事項及び変更後の事項並びに変更の年月日

２～６ （略）



参照条文

◎ 健康保険法施行規則（大正15年内務省令第36号） （抄）

（新規適用事業所の届出）

第十九条 初めて法第三条第三項に規定する適用事業所となった事業所の事業主は、当該事実があった日から五日以内に、次に掲げる

事項を記載した届書を厚生労働大臣（初めて適用事業所となったと同時に当該適用事業所を健康保険組合の設立に係る適用事業所と

しようとするときは、健康保険組合）に提出しなければならない。この場合において、厚生労働大臣に提出する事業所が同時に厚生

年金保険法第六条第一項の規定により初めて適用事業所となったときは、当該届書にその旨を付記しなければならない。

一 事業主の氏名又は名称及び住所

二 事業所の名称、所在地及び事業の種類

三 事業主が法人であるときは、次に掲げる事項

イ 法人番号（番号利用法第二条第十六項に規定する法人番号をいう。以下同じ。）又は会社法人等番号（商業登記法（昭和三十

八年法律第百二十五

号）第七条に規定する会社法人等番号をいう。）

ロ 事業所が法人の本店又は主たる事業所であるか否かの別

ハ 内国法人（国内に本店又は主たる事業所を有する法人をいう。以下このハにおいて同じ。）又は外国法人（内国法人以外の法

人をいう。）の別

四 事業主が国又は地方公共団体であるときは、法人番号

２・３ （略）

（事業主の氏名等の変更の届出）

第三十条 事業主は、その氏名若しくは名称若しくは住所、事業所の名称若しくは所在地、第十九条第一項第三号に掲げる事項又は同

項第四号に掲げる事項に変更があったときは、五日以内に、次に掲げる事項を記載した届書を厚生労働大臣又は健康保険組合に提出

しなければならない。この場合において、協会が管掌する健康保険の被保険者の事業主が同時に厚生年金保険の被保険者の事業主で

あるときは、当該届書にその旨を付記しなければならない。

   一 事業所の名称及び所在地

    二 変更前の事項及び変更後の事項並びに変更の年月日



参照条文

◎ 日本年金機構法（平成19年法律第109号） （抄）

（役職員の秘密保持義務）

第二十五条 役職員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。

第五十七条 第二十五条又は第三十一条第二項の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の拘禁刑又は百万円以下の罰金に処す

る。

◎ 公文書等の管理に関する法律（平成21年法律第66号） （抄）

（法人文書管理規則）

第十三条 独立行政法人等は、法人文書の管理が前二条の規定に基づき適正に行われることを確保するため、第十条第二項の規定を参

酌して、法人文書の管理に関する定め（以下「法人文書管理規則」という。）を設けなければならない。

２ 独立行政法人等は、法人文書管理規則を設けたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。これを変更したときも、同様

とする。



参照条文（郵便事業分野における個人情報保護に関するガイドライン関係）

◎郵便法（昭和22年法律第165号） （抄）

第八条（秘密の確保） 会社の取扱中に係る信書の秘密は、これを侵してはならない。

② 郵便の業務に従事する者は、在職中郵便物に関して知り得た他人の秘密を守らなければならない。その職を退いた後においても、同様とする。

◎郵便事業分野における個人情報保護に関するガイドライン（令和４年個人情報保護委員会・総務省告示第２号） （抄）

（第三者提供の制限）

第十五条 事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。

一～七 （略）

２～９ （略）

10 前各項の規定にかかわらず、事業者は、個人データを第三者に提供するに当たっては、信書の秘密の保護に係る郵便法第八条その他の関連規定を

遵守しなければならない。

◎郵便事業分野における個人情報保護に関するガイドライン（令和４年個人情報保護委員会・総務省告示第２号（最終改正令和７年個人情報保護委員

会・総務省告示第３号）））の解説（令和４年３月個人情報保護委員会・総務省） （抄）

第 10 項は、第 1 項から第 9 項までの規定の適用に基づき、個人データの第三者提供を行おうとする場合においても、信書の秘密等に関する規

定を遵守しなければならないことについて確認する旨の規定である。このため、（略）第 15 条第 1 項各号の規定に該当する場合であっても、信

書の秘密等に該当する事項については、原則として提供することはできないと考えられる。

ただし、信書の秘密等に該当する事項のうち、郵便法第 8 条第 2 項に規定する、郵便物に関して知り得た他人の秘密については、比較衡量の結

果、それらの情報を用いることによる利益が秘密を守られる利益を上回ると認められたときには、第三者提供が可能となると考えられる。

【郵便物に関して知り得た他人の秘密であって、比較衡量の結果、それらの情報を用いることによる利益が秘密を守られる利益を上回ると認められ、

第三者提供が可能となると考えられる事例】

事例１・２ （略）

事例３）徴収職員又は徴税吏員が、国税徴収法第146条の２又は地方税法第20条の11の規定に基づき、国税又は地方税に関する調査について必要

があるときに行う協力要請として、住民票を異動せず転出し所在の把握が困難となっている滞納者の転居届に係る情報を照会してきた場合で

あって、事業者が、当該滞納者の同意を得ることなく、転居届に係る情報を提供する場合。

事例４ （略）

なお、これらの場合において提供できる個人データは、その目的の達成に必要な最小限の範囲のものでなくてはならない。



日本年金機構における文書管理方法（取得から廃棄までの流れ）

※１ 法人文書ファイル管理簿は、法人文書ファイル及び法人文書（単独で管理することが適当なものであって、保存期間が１年以上のものに限
る。）の管理を適切に行うため、これらの名称、保存場所その他必要な事項を記載した帳簿であり、毎年度、インターネット（日本年金機構
ホームページ）への公開を行うもの。

保存

○ 法人文書は、保存期間が満了するまでの間、その内容や利用の状況等に応じ、組織としての管理（適切な保存及び利用を確保）が

行い得る専用の場所において、適切な記録媒体により、法人文書以外の文書と明確に区分して保存する。

廃棄

○ 法人文書は、保存期間満了後に職員又は廃棄処理業者により廃棄する。

○ 廃棄した文書については、法人文書ファイル管理簿の記載を削除するとともに、移管・廃棄簿に廃棄した文書の廃棄年月日

等を記載する。

転居先情報の回答書受領
（法人文書として管理）

法人文書ファイルにまとめる
（事業所ごとのファイルに編綴）

保存期間及び
保存期間満了日の設定

法人文書ファイル管理簿※１に記載

文書の内容や利用状況等に応じ、
適正に保存

保存期間満了後、速やかに廃棄

取得 整理 保存 廃棄


